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する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指
定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）事業所の責任において
食事提供のための体制を整えているものとして都道府県知事又は市町村長に届け出た当該指
定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）事業所において、食事
の提供を行った場合に、平成21年３月31日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

２ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算 41単位
注 視覚障害者等である指定就労移行支援等の利用者の数が15以上（指定就労移行支援事業所等
における指定就労移行支援等の利用者の数が51以上である場合にあっては、当該指定就労移行
支援等の利用者の数に100分の30を乗じて得た数以上）であって、視覚障害者等との意思疎通
に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福
祉サービス基準第175条若しくは第176条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第４号に掲
げる人員配置に加え、常勤換算方法で、視覚障害者等の数を30で除して得た数以上配置してい
るものとして都道府県知事に届け出た指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援
等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３ 就労移行支援体制加算 26単位
注 指定就労移行支援等のあった日の属する年度の前年度において、指定就労移行支援事業所等
における指定就労移行支援等を受けた後就労し、６月を超える期間継続して就労している者が、
当該指定就労移行支援事業所等の指定就労移行支援等に係る利用定員の100分の20を超えるも
のとして都道府県知事に届け出た指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を
行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４ 新事業移行時特別加算 48単位
注 特定旧法指定施設である指定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設において、指定就
労移行支援又は指定障害者支援施設が行う就労移行支援に係る指定障害福祉サービスを行った
場合に、平成21年３月31日までの間、当該指定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設に
係る指定を受けた日から起算して30日以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

５ 初期加算 30単位
注 指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、当該指定就労移
行支援等の利用を開始した日から起算して30日以内の期間について、１日につき所定単位数を
加算する。

３ イについては、指定就労移行支援事業所（指定障害福祉サービス基準第175条第１項に
規定する指定就労移行支援事業所をいう。以下同じ。）又は指定障害者支援施設等（以下「指
定就労移行支援事業所等」という。）において、指定就労移行支援等を行った場合に、利用
定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定就
労移行支援事業所又は指定障害者支援施設の場合にあっては、所定単位数の1000分の965

に相当する単位数を算定する。

４ ロについては、指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合
に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置す
る指定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設の場合にあっては、所定単位数の1000

分の965に相当する単位数を算定する。
５ イ又はロに掲げる就労移行支援サービス費の算定に当たって、次の\から^までのいず
れかに該当する場合に、それぞれ\から^までに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数
を算定する。
\ 利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合 別に
厚生労働大臣が定める割合

] 指定就労移行支援等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第184条において
準用する指定障害者福祉サービス基準第58条又は指定障害者支援施設基準第23条の規定
に従い、就労移行支援計画（指定障害福祉サービス基準第184条において準用する指定
障害福祉サービス基準第58条第１項に規定する就労移行支援計画をいう。以下同じ。）又
は施設障害福祉サービス計画（以下「就労移行支援計画等」という。）が作成されていな
い場合 100分の95

^ 指定就労移行支援等の利用者（当該指定就労移行支援等の利用を開始した日から各月
ごとの当該月の末日までの期間が１年に満たない者を除く。）のサービス利用期間（指定
就労移行支援等の利用を開始した日から各月ごとの当該月の末日までの期間をいう。）の
平均値が規則第６条の８に規定する標準利用期間に６月間を加えて得た期間を超えてい
る場合 100分の95

６ 利用者が就労移行支援以外の障害福祉サービスを受けている間又は旧法施設支援を受け
ている間は、就労移行支援サービス費は、算定しない。

８ 精神障害者退院支援施設加算
イ 精神障害者退院支援施設加算ò 180単位
ロ 精神障害者退院支援施設加算ó 115単位
注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た精神
病院（精神病院以外の病院で精神病床（医療法（昭和23年法律第205号）第７条第２項第１号
に掲げる精神病床をいう。以下この注及び第13の９において同じ。）が設けられているものを含
む。以下同じ。）の精神病床を転換して指定自立訓練（生活訓練）又は第13の１の注１に規定す
る指定就労移行支援に併せて居住の場を提供する指定自立訓練（生活訓練）事業所又は第13の
１の注３に規定する指定就労移行支援事業所であって、法附則第１条第３号に掲げる規定の施
行の日の前日までに指定を受けた事業所（第13の９の注において「精神障害者退院支援施設」
という。）である指定自立訓練（生活訓練）事業所において、精神病床におおむね１年以上入院
していた精神障害者その他これに準ずる精神障害者に対して、居住の場を提供した場合に、１
日につき所定単位数を算定する。

第13 就労移行支援
１ 就労移行支援サービス費（１日につき）
イ 就労移行支援サービス費ò

\ 利用定員が40人以下 736単位
] 利用定員が41人以上60人以下 705単位
^ 利用定員が61人以上80人以下 663単位
_ 利用定員が81人以上 629単位
ロ 就労移行支援サービス費ó

\ 利用定員が40人以下 456単位
] 利用定員が41人以上60人以下 427単位
^ 利用定員が61人以上80人以下 416単位
_ 利用定員が81人以上 403単位
注１ イについては、就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就
労に必要な知識及び技術の習得、就労先の紹介その他の支援が必要な65歳未満の者に対し
て、指定障害福祉サービス基準第174条に規定する指定就労移行支援、指定障害者支援施
設が行う就労移行支援に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が行う就労移行支援
（以下「指定就労移行支援等」という。）を行った場合に、所定単位数を算定する。
２ ロについては、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和22年
法律第217号）第１条に規定するあん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師
免許を取得することにより、就労を希望する65歳未満の者に対して、指定就労移行支援等
を行った場合に、所定単位数を算定する。
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